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第２４回（令和７年度第１回）交通政策審議会交通体系分科会 地域公共交通部会 

令和７年６月２７日 

 

 

【善福補佐】  それでは、定刻となりましたので、ただいまより第１回交通政策審議会交

通体系分科会地域公共交通部会を開会いたします。皆様方には、大変お忙しいところお集ま

りいただきまして、誠にありがとうございます。 

 議事に入るまでの間、私が進行を務めさせていただきます。国土交通省総合政策局交通産

業室の善福と申します。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 御出席の委員の皆様方の御紹介につきましては、審議時間の制約もございますので、配席

図の配付をもちまして代えさせていただきます。一部の委員の方は、オンラインでの参加と

なります。大井委員、加藤委員、越委員につきましては、途中からの御参加となります。 

 また、本会議より、長野県知事・阿部臨時委員、広島市長・松井臨時委員、八戸市長・熊

谷臨時委員に御着任いただいております。阿部臨時委員につきましては、途中からの御参加

となります。 

 また、本日は、冒頭から部会長の御挨拶までの間、報道関係者が入室しておりますので、

よろしくお願いいたします。 

 開会に当たりまして、古川副大臣より一言御挨拶をいただきます。よろしくお願いいたし

ます。 

【古川副大臣】  国土交通副大臣の古川康でございます。 

 交通政策審議会交通体系分科会第１回地域公共交通部会の開会に当たりまして、一言御

挨拶を申し上げます。 

 この地域公共交通部会は、平成１８年に設置されました。当部会での議論も踏まえて、平

成１９年に、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律、いわゆる地域交通法が制定され

たことで、地域が主体となって交通を支える制度的な枠組みができたものであります。 

 実は私自身も、その後の平成２６年の地域交通法改正につながるこの部会の審議におき

まして、当時、佐賀県知事として臨時委員を務めさせていただいておりました。 

 地域交通法の制定から早くも約２０年が経過をいたしました。地域交通は、人口減少や高

齢化などによります運転手などの担い手の圧倒的な不足や、地域交通施策の司令塔を担う

べき自治体におけるマンパワーの不足など、過去に類を見ない大変危機的な状況に直面し
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ていると認識をいたしております。 

 今後も、加速する生産年齢人口の減少や高齢化などの中でも、買物、医療、教育のアクセ

ス役である地域交通が将来にわたって地方創生の基盤であり続けるためには、事業者、産業、

自治体の壁を乗り越えた連携と協働の下でリソースの効率化を図りつつ、地域交通を持続

可能なものとしていくことが必要であると考えております。 

 このため、本年５月には、国土交通省交通空白解消本部において、交通空白解消に向けた

取組方針２０２５を取りまとめまして、地域の取組を国も積極的かつ総合的に後押しする

ことといたしました。 

 また、骨太方針２０２５におきましても、この取組方針に基づきまして、共同化・協業化

や自治体機能を補完・強化する新たな制度的枠組み構築など、これまでを上回る国の総合的

支援の下、交通空白の解消に取り組むことが政府全体の方針とされたところでございます。 

 これらを踏まえまして、今般、交通政策審議会交通体系分科会地域公共交通部会を開催い

たしまして、自治体や事業者の更なる連携・協働の推進や、地域における機動的・効率的な

地域公共交通計画の立案・実施、地域住民に加え、インバウンドなどの来訪者の需要増加を

踏まえた相乗効果の発揮などについて御審議賜りたいと考えております。 

 今、この日も、この時も、移動手段がなくて困っている人がいます。これは我が国全体が

抱える課題であり、決して他人事ではありません。一日も早く交通空白という言葉がなくな

り、引き続きその地域に安心して暮らし続けることができるようになる、まさに地方創生２.

０とはそういう社会を実現するものだったと私は思っております。 

 引き続き、地域や事業者の皆様と国も一体となって取組を進め、交通空白解消につながる

新たな制度的枠組みの構築を進めてまいりたいと考えております。 

 本日は、委員の皆様方におかれましては、こうした趣旨を御理解いただき、忌憚のない御

意見を賜りますよう心からお願いを申し上げまして、私の挨拶とさせていただきます。 

 本当にありがとうございます。 

【善福補佐】  続きまして、山内部会長からも一言御挨拶を賜りたく存じます。よろしく

お願いいたします。 

【山内部会長】  部会長を仰せつかっております山内でございます。どうぞよろしくお願

いいたします。 

 この地域の交通問題というのは、ある意味ではもの凄く古くて新しい問題だと思って、私

自身の体験をちょっと言わせていただくと、私が学部の学生の頃に、群馬県の利根村という
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ところでバスの路線が廃止されて、その後、人々はどう行動するのかというのを現地調査し

まして、悉皆調査で全員にアンケート票を配ってやった。 

 それで、いろんなことが分かったので、そのときに足がなくなってどうしたかというと、

おばあさんが病院に行くと。そのときに、最初に近所の人に誰かにアレンジしてもらって、

乗っけてもらって帰ってきて大根１本ぐらい渡す。道路運送法違反かもしれないですけど、

当時そういうのがあった。 

 それで、その後もどんどん地域交通はなくなった。ただ、行政もいろいろなことを手を打

ってこられて、副大臣御紹介あったようなことなんですけれども、恐らくその地域交通を取

り巻く環境が本当に悪くなってきた、今、そういう段階に来ているのかなと思っていまして、

今回の骨太でもかなりそういうところを取り上げていただいているし、そういうことを考

えると同時に、また、インバウンドとか、新しい需要も出てきていて、その人たちにどうい

う足を提供するのかということがある。そういう意味では、かなり抜本的に我々は議論して、

制度をつくっていかなければいけないのかなと思っておりまして、皆さんのお知恵を拝借

して、いい制度をつくりたいと。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

【善福補佐】  山内部会長、ありがとうございました。 

 古川副大臣は、公務の御都合上、退席させていただきます。 

【古川副大臣】  どうもありがとうございます。よろしくお願いいたします。 

【善福補佐】  それでは、頭撮りはここまでとさせていただきます。記者の皆様は御退席

願います。 

（報道関係者退室） 

【善福補佐】  ここから議事に入りますので、議事進行は山内部会長にお願いいたします。

どうぞよろしくお願いいたします。 

【山内部会長】  それでは、これから始めたいと思いますが、本日の部会ですけれども、

担い手不足をはじめ、厳しい状況に置かれている地域公共交通、この現状に鑑みて、いわゆ

る持続的な交通ネットワークの実現、このための施策の在り方を考える。そして、新たな制

度的枠組みの構築に係る事項について検討・議論いただく、こういうことが主だと思ってお

ります。 

 議事につきましては、まず事務局より地域公共交通の現状と、それを踏まえた持続的な地

域公共交通の方向性についてを御説明いただいて、それから、臨時委員でいらっしゃいます
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広島市長及び八戸市長様より、それぞれの市の取組を御発表、御報告いただきたいと思いま

す。その後で意見交換とさせていただきます。 

 それでは、事務局からの御説明をよろしくお願いいたします。 

【廣田参事官】  私、総合政策局で参事官をしております廣田と申します。よろしくお願

いいたします。 

 それでは、お手元の資料１－１と資料１－２に基づきまして、事務局より、地域公共交通

の現状、それから今後の検討事項として我々が考えておりますことについて御説明をさせ

ていただきます。 

 それでは、まず最初に、資料１－１をお手元に御用意いただきまして、御覧いただければ

と思います。 

 早速でございますけれども、２ページ飛ばしまして、３ページ目をお開きいただければと

思います。こちら労働需給の民間のシミュレーションの試算でございますけれども、２０３

０年には不足の率として５.１％、２０４０年には不足の率として１６.０％の労働力が不

足する見込みとなっております。 

 この労働力の不足が大きい職種は、こちら関係しますけれども、輸送、運搬といったドラ

イバーというものが、ほか建設、小売、介護と並んで非常に不足が大きい職種でございまし

て、担い手の不足が深刻化することがあり、今また見込まれているところでございます。 

 ４ページをお開きください。地域公共交通の利用者の状況でございますけれども、長期的

な利用者の減少、それから、コロナの影響による急激な落ち込みがございました。交通事業

者の経営環境というのは悪化しているところでございまして、利用者数がコロナ以前の水

準までにはまだ回復していない状況でございます。 

 右側、有効求人倍率のデータもございますけれども、いわゆる自動車運転従事者、バス・

タクシー・トラックの運転手の皆さん、それから船員の皆さんにつきましては、求人数が求

職者数を上回りまして、担い手不足が続いている状況でございます。 

 ５ページをお開きください。利用者の総体として減少の状況は見ましたが、スポットスポ

ットで見ていきますと、環境の変化などによりまして、対応すべき需要が発生していると考

えております。 

 １つ目は、免許の返納でございます。返納制度は平成１０年に制度が創設されております

けれども、これまで非常に多く利用されてきているところでございまして、高齢者の足の確

保の重要性が増大していると認識しております。 
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 病院の数でございますけれども、経営難、あるいは医療従事者の不足により減少が続いて

おりまして、特に地方部においてはその傾向が顕著になっている状況でございます。 

 学校でございます。少子高齢化によりまして、公立学校数というのは減少の一途をたどっ

ておりまして、また、部活動につきましては、外部との連携が進んでいる状況でございます。 

 次、お開きください。６ページ目でございますけれども、働き方をめぐる現状でございま

す。 

 １番の労働時間、２番の年間賃金、あるいは４番の年齢構成といったところも掲げている

ところでございますけれども、特にバス・タクシーの分野におきましては、労働時間が長い、

年間賃金が全産業に比べて低い、それから、年齢構成が若年層の割合が低くて高齢の方の割

合が多い、こういった現状にあるところでございます。 

 ７ページ目を御覧ください。路線の廃止や減便の状況でございますけれども、これは平成

２０から令和５年度までの数字でございますけれども、路線バスは２万３,０００キロ、鉄

軌道は６３０キロという廃止のキロ数になっております。 

 また、バス・鉄道事業者も赤字の割合が多うございまして、地域鉄道で８３％、路線バス

で７４％となっているところでございます。最近におきましても、バス鉄道・事業者により

ます系統や路線の廃止、それから、減便の事例がございます。 

 こちら、下に幾つか事例を挙げておりますけれども、バス事業者Ｃ社の事例の場合は、こ

の４月から２２系統で減便や廃止がされておりまして、規模感としては、対象系統の中の４

０％ぐらいが便数として減っている。９月の末にさらに１１系統が廃止予定という話があ

りまして、今後、乗り合いタクシーや公共ライドシェアの導入を検討するなど、地域公共交

通会議におきまして、代替交通手段の確保について議論がされるなどの予定でございます。 

 Ｄ社というのも同様の事例でございまして、８系統が廃止されましたけれども、新たに路

線バスのルート再編、それから乗り合いタクシーの増便、公共ライドシェアの導入という形

で、代替交通が確保されてはおりますけれども、こういった形で、地域においてはインパク

トが生じているような状況でございます。 

 ８ページ目を御覧ください。自治体が必要とする支援策をお尋ねしましたところ、予算面

の支援もございますけれども、左側の棒グラフ、担当者のマンパワー不足に対する支援や体

制の構築についても、４割ぐらいの自治体からそのお声が上がっているところでございま

す。 

 また、地域交通の検討の体制でございますけれども、市町村は、事務系の方、技術系の方
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とともに専任の担当者不足をしております。さらに、データ活用が可能な人材につきまして

は、市町村、都道府県ともに不足しているような状況が見てとれるところでございます。 

 ９ページをお開きください。これまでの地域公共交通政策の流れを一つ資料にしてみま

した。 

 高度成長期におきましては、交通サービスの安定供給に向けまして、交通事業者の独占と

内部補助、こういった形でサービスの安定供給がされてきたところと言えると思います。 

 １９８０年代頃からは、民間活力とか競争といったテーマが上がってまいりまして、例え

ば、１９８７年の国鉄民営化、２００２年のバス・タクシーの事例を挙げておりますけれど

も、各交通事業法制におきまして、需給調整規制の廃止がなされてきたところでございます。

２０００年代以降は、自治体を中心とする地域が「望ましい交通ネットワーク」を追求する

ような流れになっていると思っておりまして、具体的には、２００７年に地域交通法の制定

がされて、市町村における地域公共交通計画の策定に関する制度が措置されてきたところ

でございますし、以降、交通政策基本法の制定や累次の地域交通法の改正がなされてきたと

ころでございます。 

 １０ページは省略いたしまして、１１ページ目に、地域交通法の概要を簡単に載せている

ところでございます。 

 真ん中、地域公共交通計画でございますけれども、モード横断で望ましい地域交通ネット

ワークの姿を明らかにする地域公共交通のマスタープランと言えるものだと考えておりま

す。 

 全ての地方公共団体に対しまして作成の努力義務となっているところでございまして、

今の時点におきまして、１,１８０件余りの計画が作成されているところでございます。こ

ちら、地方公共団体が組織する「法定協議会」におきまして、住民や事業者などの地域の関

係者による協議を経まして作成することになっております。また、予算上の支援もしている

ところでございます。 

 １２ページ目でございますけれども、地域交通の「リ・デザイン」の取組でございます。 

 令和５年以降、このリ・デザインの取組、大きく分けますと下に３つ掲げておりますけれ

ども、「共創」、この共創というのは、官民の共創、交通事業者間の共創、多様な分野との共

創、この３つの柱の下にテーマとして掲げておりました。交通分野におけるＤＸ、それから

ローカル鉄道の再構築に関しても、このリ・デザインの中で位置づけをしてきたところでご

ざいます。 
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 １３ページ目は、その地域公共交通のリ・デザイン実現会議の取りまとめを挙げておると

ころでございますけれども、今の共創とかの関係で申しますと、真ん中左側でございますけ

れども、構成員となる１２省庁の連名によりまして、政府としての共通指針を策定している

ほか、各分野ごとの送迎につきまして、住民との混乗ですとか、公共交通分野への委託や集

約、それから空き時間を活用するといった、こういった分野ごとの取組事項を定める文書を

各地域に通知をしたりする取組をしているところでございます。 

 右側でございますけれども、法定協議会や地域公共交通計画のアップデートが必要であ

るというところが方針として示されてきたところでございます。 

 １４ページ目以降は、この１年間に集中的に取り組んだところの説明になります。 

 最初は、「交通空白」の解消のことでございますけれども、上段に総理の所信表明演説を

掲げておるところでございますけれども、地域交通は地方創生の基盤であると。全国で「交

通空白」の解消に向けた移動の足の確保を強力に進めますという総理の所信表明の下、国土

交通省におきましては、去年の７月から今年の５月まで、これまで累次４回、交通空白解消

本部というものを立ち上げて、対策を検討・実施してきたところでございます。 

 １５ページ目は、昨年の７月の本部設置以降の最初のほうの取組でございますけれども、

令和６年７月時点から半年間で日本版ライドシェア、公共ライドシェアの実施準備中の自

治体が増えるなど、全国の自治体におきまして、「交通空白」の解消のツールが浸透してき

たところでございます。 

 １６ページ目は、「観光の足」の確保でございまして、各地の主要交通結節点２５０か所

で、公共／日本版ライドシェアの導入でございますとか、タクシーの利用環境改善の取組を

進展させてまいりました。 

 １７ページ目は、公共ライドシェアと日本版ライドシェアについて、関係を整理している

ところでございます。 

 左側の公共ライドシェア（自家用有償旅客運送）という法律上の制度の名前もございます

けれども、こちら目的は、交通空白地における移動手段の確保が目的でございまして、実施

主体は市町村やＮＰＯ法人となります。 

 右側、日本版ライドシェアは、令和６年３月からの取組でございますけれども、目的は、

バスやタクシーの輸送力の補完というものでございまして、実施主体はタクシー事業者と

なります。 

 ドライバーや使用車両につきましては、第１種運転免許の保有で所定の講習を受けられ
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た方がドライバーとして業務に従事できるという形になっているところでございます。 

 １８ページ目は、公共ライドシェアにおける移動ニーズの充足状況ということでござい

ますけれども、地域公共交通会議での議論の迅速化など、公共ライドシェアの運用の改善を

努めたのが一昨年１２月でございますけれども、それ以降、それまでの倍以上のペースで新

規の導入自治体が増えている、少しペースが上がってきているという状況を説明している

ところでございます。 

 飛びまして、２０ページ目でございますけれども、日本版ライドシェアの状況でございま

すけれども、導入地域は最新で１３７の地域になっているところでございます。 

 右側でございますけれども、日本版ライドシェアの導入前と導入後でアプリでの乗車の

マッチング率を比較しますと、８割から９割の時間帯でマッチング率が改善しているとこ

ろでございます。 

 ２１ページ目は、「交通空白」の解消に向けた官民の連携のお話でございます。プラット

フォームを令和６年１１月に発足させました。このプラットフォームは、交通空白に関する

お困り事を抱える自治体や交通事業者、それから、その解消に貢献したいという高い意欲を

持っているパートナー企業や団体から構成されるものでございまして、課題やソリューシ

ョンのマッチングをしたり、あるいは、ナレッジの共有を図ったりすることを目的としてお

ります。参加団体は１,１６６まで増えてきているところでございまして、全自治体の４割

超に当たる８００弱の自治体に参加をいただいているほか、パートナー企業も、２００の企

業に参画をいただいているところでございます。 

 また、このプラットフォームの中で、パイロット・プロジェクトと申しまして、今後全国

での展開や実装が期待される新しい仕組みも取り上げてきているところでございます。 

 飛びまして、プラットフォームの御説明をしましたけれども、この解消本部と官民連携プ

ラットフォームを両輪として、２４ページ以降でございますけれども、取組を強力に推進し

てまいりました。 

 ２５ページ目が、「交通空白」のリストアップの調査結果でございますけれども、今、「交

通空白」のリストアップを各自治体のほうでしていただきました。地域の足の交通手段がな

い、あるいは、サービスのところで非常に課題を抱えているという、お困り事を抱えている

地区数を自治体のほうから御回答いただきました。７１７自治体に２,０５７の地域の足で

課題、いわゆる「交通空白」地区があるという結果になっているところでございます。 

 ２６ページ目でございますけれども、こちら「観光の足」でございますが、主要な交通結
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節点１,０２８点のうち、タクシーなど２次交通のサービスに課題がある、あるいは情報発

信に課題があるといった地点が４６２地点あることになっているところでございます。 

 それらに基づきまして、この「交通空白」の解消に向けた取組方針を先月５月に作成した

のが、２７ページ目の取組方針でございます。 

 １つは、目の前の「交通空白」に対応するために、地域の足２,０００地区、観光の足約

４６０地点におきまして、集中対策期間の３年間におきまして、交通空白の解消にめどを立

てていきたいというものでありますほか、右側でございますけれども、「交通空白」の解消

に向けた持続可能な体制づくりを進めるということで、３か年で３００市町村、それから、

取組の共同化や協業化に限ったものとしても３か年で１００件の取組を生み出していきた

いという目標になっているところでございます。 

 もちろん、これに対する国による総合的な後押しも必要でございますので、２８ページ目

でございますけれども、国側による橋渡しや伴走支援、情報や知見の提供、それから実装に

関する財政支援なども行っていくことにしておりますけれども、右下でございますが、新た

な制度的な枠組みの構築も必要であろうと考えているところでございます。 

 それにつきましては、字になりますけれど、２９ページ目で、国土交通空白解消本部での

大臣からの御指示も頂戴しているところでございますけれども、２つ目の丸の赤字のとこ

ろでございますけれども、こういった圧倒的な担い手不足が課題としてあるわけでござい

ますが、事業者・産業・自治体の壁を超えた連携・協働、我々、「モビリティ・パートナー

シップ・プログラム」という名前も銘打っておりますけれども、その推進が不可欠であると。

市町村が輸送サービスの共同化や協業化、あるいは市町村等の事務を補完・代替する主体の

構築、モビリティデータの総動員、それから「地域の足」と「観光の足」の総合的な確保に

向けて、新たな制度的枠組みの構築に向けた検討を直ちに開始していただきたいという御

指示も頂戴しているところでございます。その際には、地域交通法の改正も念頭に置いて、

できるだけ早期に具体化を図ってくださいという御指示を頂戴しております。 

 ３０ページ目は、今月の政府の関係の文書、骨太方針でも、こういった共同化・協業化で

ございますとか、あるいは、自治体機能を補完・強化する新たな制度的な枠組みの構築につ

いても政府として取り組んでいくことが位置づけられているところでございます。 

 １－２に資料を移らせていただきまして、今般私どもとして検討をお願いしたい事項と

論点について御説明させていただきます。 

 １つ目、お開きいただきまして２ページ目でございますけれども、青地のところでは課題
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の認識を書いているところでございます。 

 地域公共交通、「地方創生の基盤」とされますけれども、交通事業者は小規模な事業者さ

んが多くて投資余力に乏しいという面がございます。利用者の減少に加えまして、運転者等

の担い手の圧倒的な不足により危機的な状況にあると言えると思います。 

 各地域における司令塔役を期待されている市町村でございますけれども、予算の確保の

ほか、ノウハウやマンパワー不足など体制面において課題を抱えている状況でございます。

深刻化する地域交通の現状に対して、十分な対応が困難な状況にあると言えると思います。 

 こうした状況の下、先ほど述べましたように、令和７年度から令和９年度までを「交通空

白解消・集中対策期間」とした上で、取組を進めていく方針が既に定められているところで

ございます。 

 このような状況に鑑みますと、４つ目の丸でございますけれども、単独の交通事業者、そ

れから特定の産業、単独の自治体を前提とするような従来の対応のみならず、より実効性・

持続可能性の高い取組を実施していくことが求められていると考えているところ、以下の

テーマについて御検討いただきたいと考えているところでございます。 

 １つ目のテーマは、事業者、自治体の更なる連携・協働というテーマでございます。 

 １つ目のポツでございますけれども、旅客輸送サービスの再生・活性化に当たりましては、

事業者・産業・自治体の壁を超えた連携・協働を進めることが有効であり、具体的な事業取

組について、より一層共同化や強化を軸としたものを促していくべきではないかという問

題意識を持っております。 

 その際に、共同化や協業化の定義、想定される場面や領域、それから課題や効果について

どう考えればよいか、御議論を深めていただければと思います。 

 市町村の機能や役割の部分でございますけれども、これを補完・強化していく仕掛けが必

要だと我々は考えておりますけれども、その点につきまして、また、企画機能や施策実施機

能を強化する観点から、一定の知見や体制を有する外部組織の活用などが考えられないか

と考えております。 

 このような外部組織の活用が想定される場面や領域、また、求められる役割や体制につい

てどう考えればいいか、御議論を深めていただければと思います。 

 ２つ目のテーマでございますけれども、機動的・効率的な地域公共交通計画の立案・実施

と書いておりますけれども、キーワードは、データ、法定協議会ということになろうかと思

います。 
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 ２つ目のポツでございますけれども、自治体をはじめとする関係者がより容易にデータ

を収集して、データを保有されている方がより安心してデータ提供ができる環境を整えて

いくべきではないか。また、その際、データの範囲や手続について具体的にどのように考え

ればよいか、議論を深めていただければと思います。 

 また、十分な議論と迅速な意思決定を両立した形での施策の推進を進めていく上で、ある

いは、公共交通計画の立案を進めていく上で、法定協議会における運営方法に改善すべき点

はないか、御議論いただければと考えているところでございます。 

 それから、インバウンド等の来訪者の需要増加というのが３つ目のテーマでございます

けれども、インバウンド等をはじめとした来訪者の需要の増加にサービスの供給が追いつ

かない状況が見られることもございます。これは住民の利用が減少してサービスが低下し

ているのとは若干トレードオフの関係、反対の関係にございますけれども、これを両者ばら

ばらではなくて複合的・統合的に捉えることで、「地域の足」や「観光の足」の両者の相乗

効果が発揮されて、地域交通の持続可能性が向上する地域があるのではないかと考えてお

ります。こういった点、両者を総合的に推進するためにはどのようなことが考えられるか、

御議論を深めていただければと思います。 

 その他、ほかに検討すべきような課題や論点があれば、挙げていただければと思います。 

 実はこのような制度的な枠組みについての論点を整理させていただいておりますけれど

も、４ページ目以降には、参考となる取組事例も我が国にはあると思っております。 

 本日、広島市の市長のほうから事例の御紹介がございますけれども、４ページ目の左上で

ございますけれども、市とバス事業者が参画するプラットフォームを立ち上げた広島市の

ような事例、石川県の奥能登や南進出地域におきましては、複数の市町村間での公共交通に

ついて、配車や運転手や車両の共同管理といったことについて、現在動きが見えてきている

ところでございます。こういった事例もございます。これは共同化や協業化、あるいは外部

の組織の活用といった関連の事例だというふうに考えているところでございます。 

 ５ページ目の事例でございますけれども、茨城の事例が２つ出ておりますけれども、多様

な輸送資源を活用して集約している常陸太田の事例でございますとか、つくば市など４市

におかれましては、共同で広域の公共ライドシェア運行されているところでございます。運

行の管理や車両の管理も一括で事業者さんに委託をされているような、こういう事例でご

ざいます。 

 ６ページ目でございますけれども、本日も八戸市さんの市長のほうから御説明をいただ
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きますけれども、右側、米沢市におきましては、いわゆる狭義のバスだけではなくて、スク

ール、医療、それから観光、こういった分野の状況も把握しているところでございます。 

 ７ページ目は「観光の足」と「地域の足」を一体的に確保している事例でございまして、

もともと「地域の足」「観光の足」が課題になっている長崎の佐世保の黒島の事例でござい

ますけれども、両者を一体的に解決するための公共ライドシェアを導入する事例でござい

ます。 

 以上、こういったことにつきまして検討を深めていただければと思っておりますので、よ

ろしくお願いいたします。 

【山内部会長】  廣田参事官、ありがとうございました。 

 それでは、先ほどもありましたし、今も御紹介ありましたけれども、地方の事例というこ

とで、本日御出席いただいております、まずは広島市の松井市長から報告をいただきたいと

思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

【松井臨時委員】  ありがとうございます。 

 私のほうから、資料、３枚紙でお手元にあろうかと思いますが、これを御覧いただきなが

ら説明を加えていきますので、よろしくお願いいたします。 

 私が今から御説明する話は、先ほどありました資料１－１、１－２をある意味でなぞらえ

るものになっているのではないかなと思っておりますので、そういった視点での説明、お許

しいただきたいと思います。 

 まず１枚目、広島広域都市圏、こういったものを設定しておりますけれども、実は、これ

は国の政策のパラダイムシフトが起きているということを踏まえての基本的な考え方を実

現するためのもので、すなわち、国におきましては、先ほどありましたけれども、鉄道事業

をはじめとして、公共交通について、国鉄は１９８７年に民営化、事業体につきましては、

参入規制などが、まず鉄道関係で１９９５年、バス事業者等が２００２年、規制緩和が行わ

れました。そういった意味で、従来の事業者を争うという競争から、サービス向上を前提と

して組替えを、人口減少、運輸需要が減ると。だから、むしろこの主体を、民間のサービス

業中心ではなくて、一定の税金を頂きながら統治をしている地方自治体を中心とした、かつ

また事業者も協調するといった形での政策体系を展開していきたいというふうに、パラダ

イムシフトが起きているのではないかなというふうに捉えました。 

 その考え方そのものはここに書いておりませんけれども、例えば、１９９２年６月の運輸

政策審議会などの答申におきましては、２１世紀に向けての中期の鉄道整備に関する基本
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的な考え方の中で、まずは国、地域社会、利用者など関係者がそれぞれ必要な負担を行いな

がら、鉄道事業の実現のための一層の努力を重ねる、こういったところにもそういった考え

方が表れておりました。 

 そうした中で、現在、本市は、我が市、政令指定都市ということで、人口１１７万、年間

の一般会計の予算規模が今年なんかでは７,２２８億、それぐらいのお金があり、また、都

道府県の広域調整圏を一定部分持っておりますので、各自治体に横串を刺すという立場に

立って、本市が中心となり、言わば行政区画を超える広域経済圏を設定いたしております。 

 この際、市を中心に、大体半径６０キロぐらいで円を描きまして、その中に入る市町、す

なわち山口、広島、島根の各市町にお声かけして、一緒に取り組みましょうやということを

申し上げると、現時点で３３の町村一緒になって取組をしている中で、循環ということをコ

ンセプトにして、圏域全体の持続可能性を高めようということをやっています。 

 その際、具体的な目標設定として、現在時点で人口を足し上げると二百五、六十万おるん

ですけれども、少なくとも２０４０年にあっても２００万人を割ることのないように、減る

んだけれどもこれ以下にしないという目標値を持った上で、圏域全体のまちづくりをする

ということをやっておりまして、その際、この循環を支える上でのツールとして、地域の公

共交通ネットワーク、重要なものでありまして、これを抜きには語れないというふうに思っ

ています。 

 そして、このツールについては、例えば、道路などであれば、税金というものを投入して

維持する社会インフラというふうな考え方は定着しておりますけれども、公共交通もそれ

並みに捉え直した上で、基礎自治体が事業者などと協調して、地域住民にとって利便性が高

くて持続可能なものへ変革するというふうな考え方で大きな絵図面を作り上げたのが、こ

の１枚目の図であります。 

 こうした視点に立ったときに、新たな公共交通体系となるのが広島型と名づけたいと思

うんですけれども、ヒト・モノ・カネ・情報、ここで好循環を生み出して、地域全体の活力

を維持・向上したい、こんな思いでやっております。これがイメージ図であります。 

 ２枚目は、それをやっていく上での具体的な手段、運営体制をつくり上げております。こ

こで広島型の公共交通システムと言わせていただきますけれども、ここでは行政からの支

援が今までどちらかというと交通事業者ごと、中小の零細が多い、また、そういったばらば

らな事業者ごとに、しかもばらばらに行われている、赤字にならなければ助けないとか、い

ろんな制約を持ちながらやっている現行の平面的な連携体制を組み直しまして、統合・再編
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いたしまして、行政とまず交通事業者が運行サービスを提供するための下支えをする組織

をつくる。言わばハード部分のメンテナをやりながら、ソフトの運用を各交通事業者にさせ

ると。その際の支援を的確にする中で、いわゆる業態としての経営基盤の安定を図りながら、

利用者目線での運営ができるようにという立体的な連携体制へ変えていくというイメージ

で取り組んでおります。 

 そして、交通事業者のサービス向上ということと経営基盤の安定、この両面を一手に図り

ながら、地域における公共交通の持続可能性を高める。こんなイメージを持っております。 

 そして、このシステムについては、今、国の様々な支援策を活用した上で構築・運営して

いきたいと考えているんですけど、実は現行の支援策はこういったパターンを想定してお

りませんので、非常に使い勝手が悪い。これは民間事業者、これは行政用ということですけ

ど、それを一体化したときにうまく機能するための支援策になってない。 

 そこで、例えば、新たな枠組みづくりをするということで、骨太方針でも出てまいりまし

たので、その考え方に基づいて、いわゆる基盤施設の所有・維持・管理、結節機能の運営、

こういった様々な面で、それぞれ特別な財政措置を講じていただけるようにしてもらえな

いかと。 

 今までの補助、あるいは地方自治体が原資を確保するための地方債の発行、さらにはそれ

らを返還していくときの負担軽減、交付税措置、こういったものを駆使して新たな財政措置

を講じていただけるならば、業態全体としての余裕財源が生まれるというふうに思います。 

 こうした特別な支援は、今後システムの適用を拡大していくということを考えておりま

して、最初申し上げた全体図、ＪＲ、あるいは広島市固有の新交通システムを持っています。

それから、市内には路面電車があります。こういったように、鉄道軌道系の交通機関もあり

ます。今は取りあえずバス路線ということでやっておりますけれども、最後には船なども考

えて、この地域に関わる全ての公共交通システムについて、この運用体を応用していきたい。 

 そうすることで、将来全ての交通モードを一つに束ねるならば、例えば、共通の運賃制度

の下で、この地域の中でシステム統合していく。そうすると、利用者にとって、公共交通全

体でシームレスで分かりやすく使いやすいサービス提供ができる。そうしたものを補完す

る位置づけで、ライドシェアなども取り組んでいけると思います。 

 いずれにしても、地方において課題が山積しております。まず、既存の公共交通体系、こ

れを変革するという中で、公共交通の空白地帯解消を一緒にやっていく、そういうことがで

きるのではないかなというのが２枚目のイメージであります。 
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 ３番目、そうした中で、今実際に取り組んでいるものの御紹介であります。 

 まずはということで、乗合バス事業の共同運行システムに着手いたしました。その中心と

なるのが、本市とバス事業者８社、ここの社長さん方で一緒になってプラットフォームをつ

くりまして、今年の１月に一般社団法人化いたしまして、４月からは、本市とバス事業者、

職員を派遣して実質的な稼働を始めております。ここでは各構成員が知見を出し、企画業務

をする、そして、広域目線で様々な仕組みをつくるということを今共同作業でやっておりま

して、例えば、具体的には、重複路線の解消、フィーダー化、バス路線の最適化、ＥＶバス、

充電施設などのリソースの共有化、バス停の待合、環境の整備、バスロケーションシステム

の高度化等々、利便性の向上を図るための具体化を進めています。 

 このプラットフォームでは、本市の職員、それから事業者の職員も出しながら、具体的に

運営費負担をしながら共同運営の事業展開をしているんですけれども、現在活用しており

ます社会資本整備総合交付金等の国の補助金制度は、官民が共同で新たな支援をすること

ができるようなものとして想定されているかどうか。いろいろ使い勝手が悪い、不明なとこ

ろが多くありますので、また、法人としての法的な位置づけがないという中での権限が限定

されておりますので、なかなかこの構想が進まない、支障が生じるという状況がありますの

で、まずもって、これについて国による新たな財政支援創設、制度改正をお願いしたいと思

っているところであります。 

 以上、広島からの報告です。よろしくお願いいたします。 

【山内部会長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、次は八戸市について、熊谷市長に、これはリモートで御発言ですかね。熊谷市

長、どうぞよろしくお願いいたします。 

【熊谷臨時委員】  八戸市長の熊谷でございます。よろしくお願いいたします。 

 私からは、八戸市及び八戸圏域で取り組んでおります交通系ＩＣカード「ハチカ」のデー

タを活用し、バス路線の検証や見直し等を行っている事例を紹介させていただきます。 

 これまで八戸市では、路線の見直し等を行う際には、福島大学の吉田教授の御助言をいた

だきながら、平成２４年から平成２５年にかけて実施した大規模乗降調査のデータや運賃

箱のデータを活用しておりましたが、最新の利用状況及び利用者の属性が把握できないこ

とや、集計に時間がかかることが課題となっておりました。 

 その課題に対応するために、運賃の支払いやすさやデータ取得を目的に、国県・等の支援

をいただきながら、令和４年４月に交通系ＩＣカードの導入をいたしました。この導入時に
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市や圏域自治体もバス事業者へ補助しており、路線再編等のためのデータを活用すること

を目的に、データ提供の協定を締結いたしたところです。 

 交通系ＩＣカード導入時には、日々の利用者やバス停ごとの利用者等を集計し出力する

システムを構築しておりましたが、データが膨大であることや、専用端末で出力する必要が

あるなど、データ利用に課題を抱えてきたことから、その解決に向けて、国の地方創生推進

交付金を活用し、令和４年度から５年度の２か年で、「ハチカ」で取得したデータを分析す

るバスＩＣカード可視化・分析システムを開発いたしました。 

 このシステムによりまして、バス利用者の乗降データと支払い種別の属性を組み合わせ

た分析が迅速かつ簡便に行うことが可能になり、路線再編等の検討における作業効率が飛

躍的に向上したところであります。 

 具体的なシステムの活用事例としては、バス事業者からダイヤ再編の相談を受けた際に、

通年での利用者の推移や通学・通勤定期利用者の有無などについて会議の場ですぐに確認

し合い、その影響度をデータに基づいて議論することができております。 

 また、ある地域から、路線バスではなく小型のワゴン車の運行ができないかという相談を

受けた際には、時間帯別の路線バスの利用者数のデータを可視化することで、小型のワゴン

車では乗り切れないため、現状の路線バスを運行するほうが効率的であることを御理解い

ただいた事例もあります。 

 今後とも、「ハチカ」のデータをはじめとした各種データの連携による分析・検証の取組

を推進し、公共交通の更なる利便性向上に努めてまいりたいと考えております。 

 以上で、八戸の事例の紹介を終わらせていただきます。 

【山内部会長】  熊谷市長、どうもありがとうございました。 

 それでは、以上でインプット終わりということで、これから先は皆さんの御意見を伺うと

いうことになりますが、この会議はとても委員が多く、出席率も多いため、大変恐縮ですけ

れども、お一人様３分ということで御発言をお願いしたいと思っています。 

 ウェブで参加の方は、チャット機能でその旨をお知らせいただければ、こちらで御指名さ

せていただきます。そして、指名されましたら、ミュートを解除してそれぞれ御発言いただ

くということですけれども、対面とウェブでやると順番がごちゃ混ぜになることがありま

すので、その辺は御容赦いただくということでお願いしたいと思います。 

 それから、今日御欠席の中村委員からは事前に御意見をいただいておりますので、これは

配付資料の参考資料、これでありますので、御覧いただければと思います。 
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 それでは、まずは委員、臨時委員の皆様から御質問、御意見を頂戴したいと思います。い

かがでしょう、どなたか御発言。 

 まず、先に原田委員。 

【原田委員】  申し訳ありません。原田でございます。先に失礼させていただく関係で、

トップバッターでお話をさせていただきます。 

 まず、事務局、それから自治体の具体的な事例を御説明いただきまして、誠にありがとう

ございました。空白地域というのが、本当に地点がどんどん減少しているなというのがこの

取組の効果が実際上がっているというのを数字でお示しいただきまして、大変すばらしい

なと思います。 

 私から３点コメントをさせていただければと思います。 

 まず、この地域公共交通の現状のお話を伺っている中で、私、参考と申しますか、親和性

があるなと思った取組について、これは石田先生とも御一緒させていただいておりました

地域生活圏、第三次国土形成計画の中で提唱されている地域生活圏と非常に親和性がある

なというふうに感じました。 

 地域生活圏は、また地域の文化的・自然的な一体性を踏まえつつ、市町村界にとらわれず、

パートナーシップ、それからデジタルを徹底活用して、暮らしに必要なサービスが持続的に

提供されるという概念ですけれども、これはまさにこの公共交通にふさわしいといいます

か、非常にマッチするような考え方なのかなと思います。 

 地域公共交通は必ずしも市町村界会ということではなく、これまで事例もございました

けれども、その境界を越えて、日常の生活ですとか経済活動のまとまりを有するエリアとい

うことになりますので、そういうものをうまく使っていくということなのかなと思います。

今後、地域生活圏のお取組というのが進んでまいりますので、この辺りとしっかり連携を取

っていただくとよろしいかなと思います。 

 特に、この地域生活圏の議論の中で、ローカルマネジメント法人という概念も提起されて

おりまして、これは課題解決を志向する民間のプレーヤーであってもいいですし、官民の連

携でもいいんですが、そのまとまりをしっかり実施していくものを新しくローカルマネジ

メント法人という概念が出てまいりますので、これを国や自治体が支援するという考え方

なんですが、資料１－１でお示しいただいた、自治体側も人的リソースは非常に不足してい

るということですので、こういう考え方を活用されるといいのかなと思います。 

 ２点目でございますけれども、大臣のお言葉の中でモビリティ・パートナーシップ・プロ
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グラムというようなお話もございましたが、まずは小さい単位、これは地域生活圏でもいい

んですけれども、その単位の中で、車両ですとか、サービス、人的リソースというのを最大

限共有化していただくということなのかなと理解しております。そういう意味で、広島の事

例というのはまさにこういうことをおっしゃっているんだろうなと思いました。 

 まずはそういうまとまりのある地域ということなのかもしれませんけれども、実際進め

ていかれれば、似たような課題を抱えている遠隔の地域がたくさんあると思いますので、そ

ういう地域とも、例えば、車両やＤＸのプラットフォームを共同で調達したり共通利用する

ということは可能ですので、この地域のまとまりは必ずしも近隣でなくてもいいのかなと

いうふうに思いました。 

 時間もありますので、３点目はもう一言だけなんですが、これ、地域交通の中だけでそれ

を考えずに、例えば、他業種との連携の中で、事例では、恐らく認可の荷物と人を運ぶとか、

人流のデータなんかは、スマホのデータを活用すると、より交通を超えたところでもデータ

が取れたりしますので、地域交通の枠にかかわらず、いろんなことができるのかなというふ

うに感じました。 

 以上でございます。ちょっと時間をオーバーしまして、失礼いたしました。 

【山内部会長】  ありがとうございました。すみません、時間があれで。 

 それで、次、熊谷市長が早く出られるということで、どうぞ、熊谷市長、御発言いただけ

ればと思います。 

【熊谷臨時委員】  申し訳ございません。早く退出する関係で、再び早めに発言をさせて

いただきます。 

 路線バスのネットワークについてなんですけれども、よくネットワークは木に例えられ、

現在国では幹である地域間幹線系統については、補助により路線維持に努めておりますし、

葉である自宅近くの細やかな路地まで運行する路線については、交通空白解消本部を設置

し、積極的に解消に努めていただいております。 

 しかし、枝である自治体内の主要な生活拠点を結ぶ路線は、依然としてバス事業者任せに

なっていると考えております。枝が残らなければ、幹や葉も機能しないため、枝についても

積極的な関与が必要だと考えております。 

 当市では、福島大学の吉田先生の御指導の下、バス路線の階層化に取り組み、市内幹線軸

を定め、一定の運行頻度を維持してきてまいりましたが、新型コロナ禍以降の物価高騰、そ

して、人件費高騰などにより、運行頻度を下げざるを得ない状況にあります。運行頻度が下
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がりますと、使いづらくなり、利用者が減るという負のスパイラルに陥る可能性があります。

現在、エリア一括協定運行事業などの制度もありますが、一定の運行頻度を守るという視点

での検討も必要ではないかと考えております。 

 また、連携・協働の観点からですが、八戸市は青森県の県南に位置し、青森県と岩手県の

県境をまたぐ路線もあります。このような県境をまたぐ路線の再編については、どの法定協

議会で協議すべきか、また、各運輸支局への相談をどのように進めるべきかなど、官民の連

携のみならず、官官の連携・調整をスムーズに行える協議会の運営方法などの検討が必要だ

と考えております。 

 私からは以上です。 

【山内部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、ここからは皆さんの御意見で、どうぞ。 

【池之谷委員】  交運労協の池之谷でございます。 

 現状については、そこで働く者で組織している交運労協としても同じ認識を持っていま

すし、とりわけ担い手不足については強い危機感を持っています。 

 今日の議論事項にもあります事業者や自治体の連携・協働、これについては、言葉は変わ

っているにしても、これまでも提言をされていた内容であると認識をしています。公共交通

に強い関心を持っている自治体や知識豊富な指導者がいる地域の中では先行事例も出され

ていますが、全国的にも見て、この間、広く浸透しなかった理由を踏まえながら新たな提案

をしていかなければ、これまで同様に幅広く推進はしていかないのではないかというふう

に思います。 

 また、スクールバスであったり患者送迎バス、従業員の送迎バスの集約についても同様で

あると考えていますので、その視点に立った提案をお願いしたいと思います。 

 いずれにしても、取りまとめ役であったり牽引役を明確にしていかなければ進んでいか

ないのではないかと考えています。 

 もう一つは、交通空白解消の対応として、地域公共交通の現状の資料を踏まえれば、日本

版ライドシェアの普及にシフトするように見えてしまいます。鳥取県の取組事例では、５日

間のイベントで輸送機関に７４人のドライバーを確保し、１０５回の運行を行ったという

ふうに書かれていますが、これはタクシー不足を十分にカバーできたという認識なのかが

見えていません。ほかの地域での日本版ライドシェアの運行実績なども含めた分析をお願

いしていきたいと思います。 
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 ただ、日本版のライドシェアは、タクシーが不足する地域、時期、時間帯でタクシーを補

完するための運用というふうに認識しています。この間、大雨であったり酷暑、そしてイベ

ント対応など、この運用が次々と緩和されてきました。行き過ぎた緩和は、従来のタクシー

やバス事業を圧迫し、更なる供給不足が懸念されます。ドライバー不足の中で、地域の足、

観光の足の確保、交通空白解消のための施策であったとしても、原則はしっかりと押さえて

いくべきだと考えています。 

 最後になりますが、担い手不足の解消に向けて、交通の担い手確保といったところに触れ

ていないというのはとても残念であります。持続可能な安定した公共交通の維持に向けて、

担い手不足対策の記載ということを強くお願いしまして、発言とさせていただきます。 

【山内部会長】  ありがとうございます。 

 ほかに御発言いらっしゃいますか。 

 どうぞ、大串さん。 

【大串委員】  いろんな御説明ありがとうございました。 

 私、いろんなところへ行くんですけれども、まだ自分で運転できるからあまり困り事はな

いんですが、やっぱり運転できなくなってきていろんなところに行こうとすると途端に困

るんだろうなというのが今の現状だと思っております。 

 最近の議論ってどうしても運転手さんの供給制約があって、サプライサイドが出せる量

の交通が運営されていると。供給体制という意味ではサプライサイドでもあると思うんで

すけれども、決して需要サイドに寄っていないような交通の議論になっているのではない

かなと思っております。 

 一遍、やっぱりあってほしい、あり得べきその地域の交通現状というのをしっかり議論し

ていただいて、じゃ、そのために何ができるのかと。例えば、新潟市では、車両を用意して

新潟市の欲しいサービスレベルの交通を、運行業者を募集して運営してもらっているとい

うようなこともやっています。様々なやり方で、その地域に必要なサービスレベルというの

を考えていくということも大事なんだと思うんですけれども、何より供給側、サプライサイ

ド側に寄らない、需要されている方たちがどんな交通需要があるのかということをしっか

り捉まえて、じゃ、それをどういうふうにサプライしていくのかというほうに少し寄ってい

ただきたいなと思っています。 

 こういういろんな事例、とてもありがたいです。でも、どうやったら自分たちが欲しい未

来にたどり着けるのかなという、ある意味ロードマップが欲しいです。こういうことをやっ
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ていったらあり得べき未来が来るよというロードマップが欲しいですし、例えば、人手を補

うために自動運転とかライドシェアをどこまで入れていっていいのかというのも何となく

曖昧で、地域が強く要望すると貴省が一生懸命考えてくれてということかもしれませんけ

れども、やっぱり何かガイドラインがあって、こういう需要があって、運転者さんがこれほ

ど不足しているならば、積極的にこういうライドシェアや自動運転を入れていってくださ

いというようなアナウンスも非常に大事なのではないかと思っています。 

 ２点目が、先ほど八戸の市長さんがおっしゃっていましたけれども、ＩＣカードのデータ

だけではなくて、地域の基礎自治体というのは住民のデータを持っていらっしゃいますよ

ね。新潟で一度やったのは、住基データに基づいて、若い家族が住んでいそうで、多分車を

２台持つのは大変そうだから、本当はお父さんとかお母さんとか働き手はバスで行きたい

なと思っていらっしゃるだろうなというところにバスを回して、需要を掘り起こしていく

ような活動というのもやっていました。ただ、そういう今ある交通流動はＩＣデータとかで

分かるんだと思うんですけれども、そうでない需要があるのではないかというところで、路

線を走らせてみるような試みというのも大事なのではないかなと思います。そういうデー

タの活用をぜひやっていただきたいというのが２点目ですかね。 

 ３点目が、直感的に、先ほどロードマップの話もしましたけれども、うちの地域どういう

ソリューションが必要なのかなということに関して、しっかり分かりやすいような、例えば、

私いつも言うんですけど、皆さん、あみだくじじゃないですけど、あなたはこういう人です

ね、はい、いいえで進んでいくと、あなたはＢ型です、Ｂ型の人はこういうソリューション

がありますみたいな、分岐点があって、何となくこの辺りでメニューを選ぶと、自分たちの

地域に即したソリューションがあるのかなというような、そういうガイダンスが地域自治

体にあると、皆さん取り組みやすいのかなと思います。 

 いっぱいメニューがあってもどれから選んでいいのか分からないというのではなくて、

例えば、やせたい方はこのメニューとか、筋肉をつけたい方はこのメニューとか、今いろん

なガイダンスがあると思いますけど、交通に対するメニューもそういうのがあると、分かり

やすくて、地域の実際に関わる方たちがあまり迷わずにメニューの中から選択できるかな

と思いました。 

 以上です。ありがとうございました。ごめんなさい。時間を超過しました。 

【山内部会長】  ありがとうございます。すみません。悪魔の紙が来ちゃって。 

 ほかにいらっしゃいますか。ウェブのほうでも、チャットで御発言御希望と書いていただ
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いたらいいんですけれども。 

 じゃ、石田さん、どうぞ。 

【石田臨時委員】  石田でございます。 

 冒頭の大臣の御挨拶にもありましたように、本当に危機的な状況だと思っておりますし、

これはますますひどくなるというか、悪化の一途をたどるということでございまして、相当

本当に思い切った議論をせんといかんというのが本部会の趣旨だと思っております。 

 私、思いますのは、ありとあらゆる壁を乗り越えていく。それが多分、データの持ってい

る力を最大限使って乗り越えていくということに尽きるのではないかなと思います。 

 どんな壁かと言うと、まず省庁の壁というのがありまして、先ほど原田さんからおっしゃ

っていただいたＳＩＰって内閣府でございますし、自動運転を活用したＭａａＳ事業とい

うのは経産省のほうでやっていられますし、ＳＩＰじゃなく地域生活圏は同じ中ですし、あ

るいは、立適と地域交通計画とのをやっていられますし、そういうのをさらにどう強化して

いくかということだと思うんですね。行政の進め方からして、設置法がある中で、なかなか

難しいと思いますけれど、そこをどう乗り越えていくかということだと思います。 

 ２番目が、自治体とか圏域の壁をどう乗り越えるかということでございまして、これは地

域生活圏もそうでありますし、濃厚に、固有名詞は挙がっておりませんけれども、モビリテ

ィロードマップ２０２５でも、地域交通商社という、ローカルマネジメント法人と類似の議

論、市町村間を超える、あるいは業態・業界も超えるということもありますので、そういう

ことをどうするかということだと思います。 

 あと、人とものの壁を乗り越えるということも非常に大事でございまして、北海道の上士

幌で郵便配達車に人を乗せるという事業が進んでおります。日本郵便、ちょっといろいろあ

ると思いますけれども、めげずに頑張ってほしいものだなと思っております。 

 それと、ちょっとデータの力ということは申し上げましたけれども、今、たまたまですけ

れども、重田課長と土田課長と、ＭａａＳを始めた仲間でございまして、ようやっとＭａａ

Ｓのアプリとかデータ基盤というのが相当使えるものがそろってきつつあると思います。

これも皆様方の努力のたまものだと思いますけれども。そういうことに加えて、先ほどちょ

っと言い間違えましたけど、私、内閣府でＳＩＰをやっておりまして、データをちゃんとし

ようと。膨大なデータがありますので、データスペースという新しい考え方を取り入れる、

あるいは、それを基にデジタルツイン上でいろんな方がもうちょっと歩み寄っていただけ

ると劇的にサービスが改善するというふうな、サンドボックスのシミュレーターなんかも
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やっておりますので、またお使いいただけるとありがたいなと思っております。 

 あともう一つだけ、壁を乗り越えるということでございますけれども、サービスのレシピ

アントとサービサーの壁もどんどんどんどんなくなりつつあるとも思っておりまして、そ

れは共助という考え方そのものだと思いますけれども、そういう新しいトレンドも捉えて、

大胆な議論をしていただければなと思います。 

 以上でございます。 

【山内部会長】  ありがとうございます。 

 ほかに御発言、どうぞ、吉田さん。 

【吉田臨時委員】  福島大学兼前橋工科大の吉田でございます。 

 長くしゃべりそうなので、参考資料の７ページのところにいろいろと書かせていただき

ました。かいつまんでお話をいたします。 

 私自身、問題と感じているところが大きくは２つございまして、１つが交通空白の解消、

これは非常に重要な政策課題ということは私も同感なんですが、一方で、都市公共交通と呼

ばれるべき部分というのが依然としてエアポケット、ここが気になります。 

 今日も広島だったり八戸だったり、中核市あるいは政令市クラスの自治体ですと、基幹的

なバスサービスというものが提供されていて、これを都市公共交通とここで呼ぶことにい

たしますけれども、どうしても今まで収益事業として展開されてきたという背景があって、

例えば、地域公共交通確保維持事業の対象にはほぼ含まれない。該当したとしても、そもそ

もこういう地域ですとブロック単価に比べて実際の原価が高いので、補助制度上は黒字が

出ちゃう。だけども、実際は赤字運行。そうなると、その分を事業者が運行の部分の経費を

引っかぶらなければいけないということになるので、結局は事業者の体質改善が遅れて、そ

ういう都市部の運行頻度が高いバス路線ほど細っていっている。どうもこれが今の状況で

はないかと。 

 しかも、そういうところがある種地方の中核市や県庁所在地という、そういう人口減少を

何とか食い止めるダム機能を果たさなければいけない都市なんですけれども、そういうと

ころのこういう基幹的な公共交通が細ってくると、車以外の選択肢を求めてしまう現在の

若者層にとってみたら、やっぱり大都市に出ようという傾向になると。 

 ですから、いわゆる地方創生を考えるに当たっては、交通空白と同時に都市公共交通に対

してどういう手当てをしていくのかというところはやっぱり議論すべきだし、そういうメ

ッセージを出していくということが必要だし、そもそもそれが地域交通のリ・デザインの一
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つの柱ではなかったかと。しかし、今日の資料１－２ではリ・デザインという言葉がついに

消えているように思います。これが私としてはちょっと気になりました。いわゆる交通空白

の中に包含されているのかもしれないけれども、これまでの議論との接続性というところ

も意識していただきたい。 

 そういう意味で、大きな２番目なんですが、政策の目的変数にも課題があるのではないか

と。いろんな補助制度も出てきて、チャレンジに資するメニューも出てきて、本当にいろん

な事例が出てきて、私自身も楽しいし、ありがたいんですけれども、一方で、その幾つかは

協議会や計画の外側で取り組まれてしまっていますので、課題の解決を遠ざけてしまって

いるという例も散見されます。 

 こうした状況の中で、市町村の体制が弱い、だから、一定の知見や体制を有するような外

部組織を活用してフォローするという時に、結果として、そういうところに頼って、やはり

自治体行政としては、本当にあるべき公共交通の姿というものを一層考えなくなってしま

うのではないかという懸念もあるので、ここの運用というものは要注意だと思いますし、他

方で、自動運転にせよ、オンデマンド交通にせよ、ライドシェアにせよ、その導入事例を増

やすということを目標とするというよりは、本来交通空白解消が目的とすべきところとい

うのは、高齢者の外出率向上とか移動の日常に困っている市民をどれだけ減らすかという

ものにあるのではないかというところを提起させていただきたいと思います。 

 以上です。 

【山内部会長】  ありがとうございます。 

 ウェブのほうで、長野県の阿部知事が御入室されて、時間が限られているようです。もし

よろしければ、阿部知事、御発言いただけるとありがたいんですが、いかがでしょう。 

【阿部臨時委員】  参加するのが遅れまして、申し訳ございません。発言機会をいただき

まして、ありがとうございます。 

 私のほうから簡単に４点ほど御提案したいと思います。 

 長野県は、昨年６月に地域公共交通計画を策定いたしました。名古屋大学の加藤先生に大

変な御指導をいただきながら策定したわけですが、通院、通学、それから観光、これはもう

移動保証するということを明記したので、県としては、相当な覚悟で交通の充実に取り組ん

でいかなければいけないと思っています。 

 そういう中で、この県の計画では、社会的共通資本だという形で位置づけさせていただき

ました。要は、市場原理に委ねるだけではいけない。それから、私も元官僚なのであえて申
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し上げますが、官僚的統制ではいかん。そういうものではないかというふうに思っています。 

 そういう観点から、４点ほど申し上げたいんですが、１つは、これまでの公共交通という

のは、運賃収入で賄って事業者が頑張ってくださいねという形で、国の支援は、バスであれ

ば例えば欠損補助ということで、たらずまいを何とかしましょうというスタンスでありま

したけれども、社会的共通資本的考えを取れば、これ欠損補助みたいな発想ではなくて、そ

もそも公がもっと踏み込んだ支援をしなければいけない。あるいは、場合によっては、支援

ではなくて、自分で担う。それぐらいの感覚で発想を変えていく必要があるということがま

ず１点であります。 

 それから、それに必然的に伴いますが、やっぱり我々地方も、これまでも、かなりかつて

と比べれば財源を投入して交通に取り組んできています。長野県も信州型広域バス路線支

援制度なるものを新しくつくって、これまでの欠損補助の発想を飛び越えて、より踏み込ん

だ財政支援を行おうと思っています。 

 そういう意味では、ぜひ国費における公共交通の財源も飛躍的に増やしていただかない

と、交通は、もう医療であったり、教育であったり、特に地方部においては、様々な政策を

幾ら一生懸命やっても移動の足がなければ全く意味がないと思います。そういう意味では、

全ての政策の基盤ですので、これは我々も関係方面に要望しますので、ぜひ国費をしっかり

確保してもらいたいというのが２点目。 

 ３点目は、これはぜひ規制改革、規制緩和、それと地方分権の視点をぜひ強く入れていた

だきたいと思います。 

 長野県の中でも、例えば、長野市周辺の交通を考える場合と、木曽地域であったり南信州

地域の交通を考える場合では、全く条件や発想が違ってくると思います。それを考えれば、

いろんな制度、仕組みをあまり国で細かく制度設計されてしまうと、なかなか地域に合わな

いと。そういう意味では、あまり過剰な規制をしないで、むしろ活性化協議会、せっかくみ

んなつくっていますし、利用者代表も入っています。事業者も入っているし、我々行政も入

っていますので、そこでもっとしっかりとコントロールできるような仕組み、それを国にお

いて制度面・財政面でしっかり支えていただくことが必要だと思います。例えば、日本版ラ

イドシェアなんかも、もっと地方の協議会での議論ができるようにしてもらいたいと思い

ますし、そういう意味では、せっかく民主的な枠組みをつくっていただいているので、ぜひ

そこはやはりもっと強化していただきたいというのが３点目です。 

 ４点目は、先ほど松井市長の話もちょっと車の中で聞いていたんですけれども、例えばこ
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うした地域の司令塔機能を考えるときに、大都市部と地方部、あるいは地域によって大分状

況は違うということをぜひ念頭に置いていただいた上で考えていただきたいと思っていま

す。 

 私も昔、横浜市で副市長をしていましたので、例えば、政令指定都市は自分で地下鉄事業、

バス事業をやっていますので、そういうところは恐らく政令市、あるいは大規模な中核市が

交通の司令塔になっていくことが望ましいように思いますが、しかしながら、中山間地域で

はなかなかそういった機能を担うことは難しいと思います。例えば、今、木曽地域では広域

連合を中心に取り組んでいますし、先ほど申し上げたように、県としてもっと踏み込んだ対

応をしていこうと思っています。そういう意味では、やはり地域ごとにどういう仕組みで何

が中心になるのかということは、必ずしも一律な規制、一律な制度にはなじまないと思いま

すので、やはりそうした部分も念頭に置いた上で制度を考えていただきたい。 

 以上４点、私からはお願いをしておきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【山内部会長】  ありがとうございました。 

 それで、これからですけれども、今ちょっと手挙げの方もいらっしゃるんですが、大井さ

ん、手元の事務局からの資料だと６時２０分に退室ということですが、そうでもないの？ 

【大井委員】  大井です。すみません。おっしゃるとおりで、２０分ぐらいには出ないと

いけないので。 

【山内部会長】  では、どうぞ発言してください。 

【大井委員】  では、大分大学の大井です。割り込んで申し訳ないです。急ぎ大事なとこ

ろだけ発言して、残りはＷｏｒｄにまとめてお送りしたいと思います。 

 主に資料１－２のほうの話になるんですけれども、１つは、２ページの空白の話で、昔の

コミバスみたいに、とにかく空白があったら空白地を解消しろというのが目的化すると、誰

も使われないものがまたいっぱい引き回されるような気がしていて、担い手がこれほど足

りないと言っている中で、あまりそういう議論にならないように、こちらとしてもちょっと

手綱を引き締めたほうがいいのかなというふうには考えたところです。 

 ２つ目で、同じ２ページの中でいろいろ共同してやりなさいとかという話がちょっと出

てきているんですけれども、一番進まないのが、地域公共交通の会議とか協議会とかの共同

化ではないかと思っています。特に、幾つかまとまってやると、どこが進行するのかとか、

そこの負担とかがすごく大きくなって、結局挫折するというケースはありますので、その辺

の議論を書いておいたほうがいいかなというのは私は考えたところです。 
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 あとは、３ページのほうですけれども、もう端的に４つお話をさせていただきますが、ま

ず、データの話ですね。データベースでいろいろ議論するのはいいと思うんですけれども、

例えば、事業者が何か申請したりするデータとかも、もうちょっとペーパーレスにするよう

な、事業者自体がデータを集めやすくする環境をつくることと、それがなかなか進まないの

であれば、まず国交省が持っているいろいろなデータとかを、少なくともそういう議論をす

るところだけは公開していただくということを先に進めていただく必要があるのかなとい

うふうに考えています。これが１つ目です。 

 ２つ目で、インバウンドと地域交通のバランスみたいな話が出ていたと思います。私がい

る当時でも、別府とか、ちょっとその問題が出ているんですけれども、実はインバウンドと

地域需要が時間帯的に重なってしまっているのがすごく問題で、地域交通の需要が足りな

くてインバウンドをちゃんと拾わないといけないよという、昔よく言われていた観光と地

域の需要が時間がずれているという状態では実はなくなっているんですね。そういったと

ころをもう少しちゃんと捉えていく必要があるのかなと思っています。 

 ３つ目は、今回の共同する組織とかというところの話、先ほどの広島の事例とかも興味深

く拝聴させていただきましたけれども、例えば、観光でいうＤＭＯみたいに、いろんな地域

にかかる組織を共同化して、ちゃんと財源も収益も稼ぐような形にして、そこにちゃんと交

通を入れるというような発想もこの辺で議論をしないといけないと思いますし、場合によ

っては、そういうところが地域にどこか委託するというときに、熊本でもなかなかできなか

ったのが、上下分離をやろうとしたときに、そういう制度がないんですよね。上のプラット

フォームみたいなところを管理だけして、事業者は運行するだけという仕組みがなかなか

ないので、その辺の仕組みを一緒に考えるということを今後やったほうがいいのではない

かなと思っております。 

 ありがとうございました。私からは以上です。細かいことは紙に書いてお送りいたします。 

【山内部会長】  ありがとうございました。大体２０分になりました。失礼します。 

 今ウェブで何人かの方がいらっしゃいますので、まずは神田委員が１番目ですね。どうぞ

御発言ください。 

【神田臨時委員】  ありがとうございます。臨時委員を務めています神田です。本日はオ

ンラインで失礼いたします。 

 幾つか事務局の説明を伺いながら感じたことがあります。 

 まず、今、目下いろんな問題が人材不足を含めて起こっていますが、この問題はむしろこ
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の先が量的にも深刻になっていく、人口減少含めて深刻になっていくということを考えな

ければいけなくて、先を見据えた対策まで結構考えていかないといかんなという課題認識

を持って言っています。特に、地域公共交通計画を立てている地域が全国で１,２００前後

あるということを考えると、長期を見据えて結構大量に回す仕組みを考えなければならな

いというところを念頭に置いて、いろいろ考えていきたいなと思ったというのがまず１点

目です。 

 ２点目ですけれども、やっぱり共同の運営というのは今後欠かせないキーワードだと思

っていて、資料にもありました特定の地名は申し上げませんけれども、関係している地域が

幾つかあって、やっぱりマンパワー不足は本当に深刻に感じます。 

 しかも、そのマンパワー不足というのが、量的な不足ではなくて、むしろ質的な不足のほ

うが深刻で、共同でどういう戦略を描いて、どういう戦術を立てて進んでいくのか、何を目

指していくのかというビジョン立てて進めていくことのできる人が本当にいないというと

ころが深刻です。ということは、組織をつくってしまっても結局回らないということが起き

かねないというところに対して、そこまで踏まえて考えないと本当にまずいことになるな

と思っています。 

 これについては、大都市だからうまくいって地方都市だから駄目だということではなく

て、むしろ地方のほうがフットワークは軽くて、人間関係も見やすくて、動ける可能性が高

いこともあり得るので、都市の大小で必ずしも語れるものではないなという認識を持って

言っております。 

 ３つ目については、今までの地域の公共交通の運営を、官の役割、民の役割というのが今

後柔軟に変わってくるんだろうと思って言っているんですね。言わば、ＰＰＰ、パブリック・

プライベート・パートナーシップの文脈で考えていくべきところに来たなと思っていて。そ

のときに、官が担うべきこと、民が担うべきことの棚卸しというところをどこかの段階でや

る必要があって、担うべきことと、あとは、民が持っているアセットをより広げていくこと

で、もっと違うやり方ができるのではないのかな。例えば、ライドシェアというものを例に

出しますと、ライドシェアの運行管理なんかをバス会社がやっていくといったようなアセ

ットの使い方というのも出てくる中で、そうした棚卸しを一度今後の検討の中でしていく

というのも必要かなと感じております。 

 いずれにせよ、今後地域公共交通のマネジメントの領域に入ってきたなと思って言って

おりますので、いろいろツールがそろってきた中の、その使い方、回し方、むしろ地域交通
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経営の仕方を論ずる必要があるなと感じております。 

 以上です。 

【山内部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、次は、清水委員、どうぞ。 

【清水委員】  島根大学の清水です。 

 地域公共交通は、生活・経済の基盤となるインフラだと思います。先行している地域では、

例えば、デマンドタクシーなど、非常に便利なシステムが構築されてきていると思います。

それでもまだ地域の人に周知されていないという状況があり、しかし、だんだんそれが便利

なものであるというのが周知されてきているという感じもその地域ではします。その辺は、

非常にそういうのには時間がかかるということなので、そこは辛抱強くやっていくといっ

たことは忘れてはいけないのかなと思います。 

 それから、地方自治体の担当者が少ないというのは本当にそうで、大変そうだなと思いま

す。担当者の人数を増やせないということで、今のところどうしようもなくて、頑張ってい

らっしゃると思います。全体的な施策調整のほか、細かい、例えばデマンドなどの利用者の

対応、クレームなども含めてやられている状態であります。それを見ていて、例えば、デマ

ンドの予約を受けているオペレーターさんですとか、乗り場で、スーパーとか商店の方とか、

医療の病院の方とか、そういう方との協働というのができるような、風土と言ってしまうと

あれなんですけれども、そういうことも併せてやっていくのが必要かな、大事かなというふ

うに思います。 

 今、試行錯誤しながら先行している地域では、地域公共交通の在り方を考えていると思い

ます。同じようなタイプの地域同士での横展開というのが大事だと思います。そのときに、

担当者の人が自分と似た地域の担当者の人のところに行って話を聞いたりディスカッショ

ンできればいいと思うんですが、なかなかそれも時間ができないということなんですが、で

も、ただそこですぐに外部の人にそれをお願いするというのも、やはり地元を知っている担

当者の人がそういうことができたらいいんだろうなと思います。国土交通省で地域公共交

通の優良事例の表彰などやられていますけれども、そういうところで発表される内容をテ

キスト化してすぐ見れるようにするとか、そういったこと、足元でまだまだできることがあ

るのではないかと思っております。 

 以上です。 

【山内部会長】  ありがとうございました。 
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 すみません。神田さんと清水さん、手を下げてもらえるとありがたい。 

 では、次に、竹内委員、どうぞ御発言ください。 

【竹内委員】  東京女子大学、竹内でございます。２点ばかりお話をさせてください。 

 まず１点目は、需給調整規制以来ずっといろんな政策はやられてきたと思うんですけれ

ども、そのときから続けられている政策をもう一度検証し直す必要があるのではないかと

いうことです。つまり、これだけ人口減少があって、社会環境が変わってきた中で、ずっと

まだ同じことをやっているというわけにはなかなかいかないと思うんですよね。例えば、事

例としては、コンパクトシティというのはずっとやってきているわけですけど、今はコンパ

クトシティでまとまった都市自身がもう衰退していってしまって、シャッター街になって、

せっかく中央に集まったのにもうお買物ができないとか、そういうこともなってきている

ということになると、そういう政策について見直しをしてみるということが大事ではない

かということで、もう一遍政策の洗い出しをお願いしたいと考えております。これが１点目

です。 

 ２点目ですけれども、先ほども資料で御発表ありましたけれども、ライドシェアの話が結

構分量を割かれていて、結構うまくいっていますよというような話があるんですけれども。

ここ５年１０年はいいと思うんですよね。そこから先の話が大事であって、今だから１種の

免許を持っている人が活躍してくれて、いろんな方々を運んでいますけれども、あと２０年

すれば、その方々が今度は運ばれる立場になって、そのときに今の１０代、２０代の方々が

ちゃんと免許を持っているのか、あるいは、そこはちゃんとその人がその地域にいてくれる

のかということを考えたときに、今はよくても、２０年先、３０年先はちょっと分からない

んですよね。だから、ライドシェアという政策自身は決して否定はしませんけれども、もう

少し長期的に見たときに本当に大丈夫かなというところ、また、そうなったときにどうすれ

ばいいのかというところ、そういう点も考えていく必要があるのではないかということを

考えております。 

 以上２点です。ありがとうございました。 

【山内部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、加藤委員に御発言をお願いします。発言時間３分となっています。よろしくお

願いします。 

【加藤臨時委員】  名古屋大学の加藤です。今、逗子市役所におりまして、そちらからオ

ンラインで参加させていただきます。 
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 私からは１点だけお話しさせてください。 

 今、地域公共交通計画１,２００件近くあり、交通政策基本計画の２０２５年の目標値が

１,２００ですので、ほぼ達成したということで、もし地域交通法における法定協議会だと

か地域公共交通計画のスキームがなければ、こんなことになっていないわけなので、これは

地方も頑張っていると。非常に危機的とかそういう話が出ていますけど、私はそんなふうに

は思っていない。地方はみんな頑張ってやっています。そこは認めるべき。 

 ただし、やっているんですが、やり方が本当に大丈夫かどうかというところが問題。例え

ば、法定協議会の開き方ですよね。中部運輸局の場合は、毎年度第１回目の地域公共交通会

議もしくは法定協議会において、どういうふうにここでは皆さん、新しい委員さんは発言し

たらいいですかとか、どういうことをここで決めていくのかということについて運輸支局

の委員さんがわかりやすい資料を配ってインストラクションされています。そういうこと

は、ほかの運輸局でやっているんでしょうか。 

 あるいは、各協議会が地域公共交通計画とか確保維持改善事業をやられたら、第三者評価

委員会が２月にあるわけですけれど、そこで、中部運輸局の場合でしたら、協議会の事務局

である自治体の担当者が出席しプレゼンした上で、各計画の進行状況であるとか、補助路線

についてのチェックをしている。そのやりとりがオンライン公開で見られるようになって

います。そういうところで自治体が鍛えられているんですよね。それが何で全国に展開して

いかないのかと。そういうことを展開しないで、法律を変えればどうとか、そういう問題で

はないのではないかと思います。十分今の制度でもレベルは高めていけるはずなのに、やれ

ていないというのは何が問題なのかというのをぜひ考えていただきたいと思います。 

 そこで、そこから１点なんですけど、なぜそうなっちゃうかと言えば、結局、そういった

地域公共交通をコーディネートするとかプロデュースする人材があまりにも少ないのでや

れないということだと思っていまして、国の共創プロジェクトのスキームを使って、私のほ

うで今コーディネーター・プロデューサー養成のプロジェクトを、今年度３年度目になりま

すけど、やっていて、２年間で３００人の修了生を出したということで、修了したことを名

刺に書いていただいている方も結構おられます。そういう方も活用していただいて、それか

ら、私がそういうことをやっていること、ほかの先生方もやっている方はおられるんですけ

れど、そういう皆さんが出しておられる、そういう人材をどうやって活用していくかという

ことも考えていただきたいんですが、今日の資料の中には何らそういうことはなかった。人

材養成と活用がなくて、制度を変えればどうという問題ではないのではないかなと思って
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いますので、きちんとそういったことを踏まえて考えていっていただけるといいなと思っ

ています。 

 以上です。 

【山内部会長】  ありがとうございました。 

 これで、ウェブ参加の方は皆さん発言していただいた。 

 どうぞ。 

【河合臨時委員】 臨時委員を務めさせていただいております河合と申します。重要な場に

参加させていただき、大変光栄に思っております。 

私は、都内の法律事務所で一弁護士として、プライバシーとか個人情報、データの利活用と

いった分野に携わっている者でございます。 

本日の議論、皆様の話を聞いて、まさにおっしゃるとおりと感じていますが、１点だけお話

しさせていただくと、データの集約や活用の部分でございます。 

八戸市さんのご発表の中で、交通事業者のデータだけでは限界があった、やり方を変えた

というお話がありました。事業者さんの中でデータを集め合っても、出し合っても、それで

意味のあるデータがつくり上げられないのであればもったいないですので、なぜ限界があ

ったのか、この辺りは明確化されるべきかなと思いました。 

また、ほかの業種とのデータの組合せ、ここはぜひ前向きに考えていただきたいなと思い

ます。官民の連携、共創という話はありますが、民間といっても地域公共交通関連の事業者

ではなく、例えば、通信事業者やプラットフォーマーといった大きな企業には、データの収

集分析について大変スキルを持っている方も多いということもありますし、多角的な情報

の突合によって、もう少し具体的に事実を見ることもできると思いますので、そういった意

味での民間との連携とか委託、活用というところも御検討いただくと宜しいかと思います。 

事業者にいつもアドバイスをしている者としては、公共性のある取組に会社として貢献

するというところをアピールしたいとお考えの企業さんはかなり多くいらっしゃいます。

こういった地域公共交通の文脈で、技術を提供する、貢献するというのは、民間事業者にと

ってもメリットのあるところかなと思います。ただ、その際に、既に取得済みの情報につい

ては、個人情報とかプライバシーの話が出てきますので、必ず全ての情報を使い切れるわけ

ではないと思いますけれども、ぜひ御検討いただければと思いました。 

以上でございます。 

【山内部会長】  ありがとうございます。 
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 それでは、須田委員、どうぞ。 

【須田委員】  それでは、東京工科大学に移りました須田でございます。 

 私、もともと機械工学で、車両工学ということで、今日は少し技術的な観点から少しお話

しさせていただきたいと思います。 

 １つは、この交通空白を解消する、公共交通を維持する、そういうことの技術として、や

っぱり今、自動運転というのが非常に注目されているというわけですよね。ですけど、その

ときに、自動運転車を走らすと、今は非常にいろいろ技術的にまだ発展しなければいけない

ということはあるかもしれないんですけど、今のルールですと、なかなかうまく走りにくい

んですよね。そういうことなので、むしろ公共交通の自動運転車を優先的にうまく走らすよ

うな仕組み、そういうものをつくってくれるというのが非常に役に立つ話ではないかなと

思っています。 

 今ちょうど石田先生の下のＳＩＰの３期で、私、実は広島市で路面電車等の優先信号、そ

れをさらに東広島で自動運転のＢＲＴと、そういうものをうまく走らすというようなこと

にいろいろ携わらせていただいているんですけど、そういう車車間通信、路車間通信という

ものを使って公共交通の自動運転車がスムーズに走れる、円滑に走れる、安全であるという

のは当たり前なんですけど、そういうようなことができるような仕組み、なかなか今まだル

ールが必ずしもできていない、そういうことをつくっていただくというのが必要ではない

かなと思っています。 

 次に、自動運転の話だと、実は２週間前に運輸総合研究所というところでシンポジウムが

ありまして、私が実はモデレーターを務めさせていただいたんですけど、そのテーマが、バ

ス・タクシー・鉄道の自動運転の社会実装ということなんですね。実はそういう文脈で今ま

で語られたことってほとんどなかったと思うんですよね。今、物流自動車局では自動運転を

やっていますし、鉄道局でも自動運転ってやっていますけど、それを一緒に議論するという

場がなかった。だけど、今回、その運輸総合権研究所でそういうテーマでやったということ

で、やっぱりいろんな共通の課題があると。あるいは、それをどういうふうにして解決して

いくかというのを一緒に議論するという場もあってもいいかなと。 

 実は、これを言うと相当大変な話なんですが、実は踏切問題というのは、今自動運転車が

踏切をどうやって安全に通過するんですかという話がある。一方で、鉄道でも、自動運転の

ＧｏＡ３以上の車両が踏切があるところをどうやって通過するんだという問題があるんで

すね。そうすると、まさに場合によると、無人の鉄道と無人の車両と無人のバスが踏切でど
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う遭遇するんだとか、こういうような非常に難しい問題が出てくる。そういうものについて、

早めに検討を始めたほうがいいのではないかなと、そんなふうに思っています。 

 車両の話をもう一つさせていただくと、今ライドシェアというのが、いわゆる普通の自家

用車を使ってできますということになったわけなんですけど、先ほど担い手、普通の車を運

転するというのはできるかもしれないんですけど、逆に、もっと簡単な車で、二人乗りでで

きれば、それでもいいんじゃないかという話もあるわけですね。そうすると、今小型のモビ

リティというのはみんな一人乗りで、二人乗りがなかなか認可されていない。こういうもの

を使えば、非常にライドシェアももっと活性化されるのではないかなと。そういうことで、

いわゆる原付ミニカー、ああいうものを二人乗りにする、そういうような話がもう一つある

かと思います。 

 それと、３点目、最後ですが、実は、私、東大を定年になって、今、東京工科大学に移っ

たんですけど、東京工科大、八王子にあって、実はあんまり公共交通が便利じゃないところ

にあるんで、実はスクールバスを２６台持っているんですね。ということで、最寄りの八王

子みなみ野駅と八王子駅の南口から、もう昼間も１０置きくらい、それで、いわゆる通学時

間帯だと、もう本当にシャトルバスを運行している、そういうことをやっているんですね。

ということで、まさにこれ、ある意味では大学がバス事業をやっているんだなということを

今実感していて、逆に、これは八王子市とうまく連携すると、かえってこういうものを活用

できるというチャンスもあるのではないかというふうに思っていますので、そういうスク

ールバスとか企業バス、そういうものをうまく活用していくという方策もあるのではない

かな、そんなことを思ったというところです。 

 以上３点ほど御紹介させていただきました。 

【山内部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、越委員、どうぞ。 

【越臨時委員】  大変遅くなりまして申し訳ありません。もともと滋賀県大津市で市長を

していた越と申します。その市長の経験に基づいて、端的に５点ほど申し上げます。 

 まず１点目が、今回取り組もうとされているような共同化とか協業化というのは、全国多

くの自治体で人口減少が進む中で必須なものだと思いますので、ぜひ進めていただきたい

と思います。 

 ２点目は、データについては、個人情報の問題もあると思いますが、私が市長のときに、

事業者さんの営業上の秘密などでデータをもらえないこともあったので、そういったとこ
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ろをルールづくりしていただければ、自治体、さらには市民の皆さんにもオープンデータが

提供できるのではないかなと思います。 

 ３点目は、法定協議会ですが、これはいろんな御意見あると思いますが、既存の事業者さ

んが入っていらっしゃるということで、私の経験上も、なかなか新しいことに取り組みにく

いということがありました。この辺り、議決する要件とか緩和されたと思うんですが、改め

て御検討いただければと思います。 

 ４点目は、やはり人口減少は非常に深刻で、抜本的な解決がないと本当に解決するのが難

しいと思っています。その一つの解決が、須田先生にもお世話になった自動運転ですが、そ

ういった根本的な解決が必要かと思います。 

 ５点目は、過疎地においては、どうしても採算が取れない地域が多いです。どこまでここ

で議論できるかは分からないんですけれども、最終的にはやっぱりお金の問題、誰がお金を

持つのか、それが税金なのか、例えば、今滋賀県だと交通税とか議論されていますけれども、

そういったものなのか、保険的なものなのか、そういったお金の問題というのは最後、どう

しても出てくるのかなと思います。 

 以上です。 

【山内部会長】  ありがとうございました。 

 松井知事は、追加的な御発言ありますか。 

【松井臨時委員】  今お聞きした中で、私自身は、政策体系をあえて言えば、今、農林で

米の問題等々起こっていますよね。だから、公共交通について本当に政策体系、パラダイム

シフトしていただいて、それらに対応できる自治体、地方は特色ありますから、大きなとこ

ろ、小さなところ、取組の進捗状況に合わせて、政策、いろんなものを取り込んでいくため

に、地方にとって都合のいい導入方法とか段取り、そういったものまでトータルで議論して

いただいて、本当に地方が自主的にやるんだけれども、そのリーダー役を国がうまくやると

いう、こういう仕掛けを考えていただきたいなと本当に思いましたね。 

 様々問題ありますので、ぜひここに出た全ての問題をうまく統合した処方箋をつくって

いただきたいなというふうな思いで今おります。 

【山内部会長】  ありがとうございました。 

 これで一わたり御発言いただいたんですけれども、追加的に御発言ということであれば、

少しだけ時間があるんですけれども。 

 あるいは、オブザーバーの方がいらっしゃるから、オブザーバーの方、どうぞ。 



 -36-

【田中オブザーバー】  すいません。タクシー業界でございます。 

 交通空白と言うと、十数年前に４,５００か所あると言われて、それをタクシー業界と自

家用有償とかで５,５００か所埋めてきたわけですね。ところが、またアンケートを取って

みたら、自治体以外の自治会とか、そういうところで約２,０００のところが足りないとい

う状況になってきている。これを今、タクシー業界だけではなくて自家用有償とか日本版ラ

イドシェアで埋めていこうとしているんですが、やっぱりこれ、いろんな自治体、自治会が

あるんですけれども、要は、自分たちのところにそういう専門家がいないとかということで、

例えば、東京のコンサルとかにぽんと投げられて、そこで高いお金を予算で取ってやるけれ

ども、結局、実証実験だけで終わるみたいなのが結構あるんですよね。そのお金を払うんだ

ったら、要は、そこで実証実験というよりも、その地域のそういう交通モードだとかそうい

うところと一緒にやったほうがいいよねということだと思うんです。 

 うちも、うちの会社自体だと、今８０の市町村と３００路線以上をもう１５年ぐらい続け

ているんです。これ、最初に始めた十数年前と今では、もう形が全然違うわけですよ。だか

ら、さっき加藤先生もおっしゃいましたけど、法律を変えていただきたい部分も多少はあり

ますけれども、今の中でも、枠組みだとか、理解の仕方を変えていけばできる部分っていっ

ぱいあるし、リ・デザインという部分であれば、要は、例えば、助成金のリ・デザインもし

ていただきたいなと。 

 要は、例えば、我々がいる地元である福岡県の北九州市ですけど、路線バスを維持するた

めに、バス会社が所有するタクシー会社を廃業したわけですね。そうすると、なぜ維持する

かというと、バスは助成金が出て、公共交通と言われているからやっているけど、路線維持

の為そのタクシーの運転手をバスに持っていくためにタクシーを廃業するというようなの

が最近出始めてきている。そのタクシー会社は地域の台数減にならない為に、うちが営業権

を買いましたけど。 

 だから、そういうふうにしていかないと、要は、全体的なものが減っていってしまう中で、

要は、地域のものが足りなくなってきちゃうということもあるし、あともう一つ、最後で、

例えば、助成金の目的外使用みたいなところでもらえることって結構あるんですよ。例えば、

スクールバスをやっていて、１人か２人しか乗っていないのに、そこに介護事業所人が一緒

にやろうと言っても、それはスクールバスで助成金が出ているから、ほかの人は乗せられま

せんとか、そういうのが結構いろんなところであるので、じゃ、みんなが一緒に目的をつく

っていきながら、みんなが乗れるような仕組みをつくるとか、やり方はいっぱいあると思う
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んで、本当にタクシーが、最後に言うと、４７都道府県でいくと、東京の１日当たりの売上

げは６万円強です。一番下がどこの県とは言いませんけど、１日頑張っても１万６,０００

円なんですよ。そういう１万６,０００の県ほど免許返納というのが増えてきている。そう

すると、１０％割引しなきゃいけないとなるとできなくなっちゃうということなので、ぜひ

その辺のバランスも考えながらやっていきたいなと思いますので、よろしくお願いします。 

【山内部会長】  ありがとうございました。 

 ほかにいらっしゃいますか。どうぞ。 

【池上オブザーバー】  全国自治体ライドシェア連絡協議会の池上と申します。全自連と

言っております。 

 よくこれは勘違いされるんですが、ライドシェアを何が何でも進めたい組織ではなく、ラ

イドシェアという制度も含めて、まさにリ・デザイン、もう一度地域交通を我が事として自

治体が考えようと、そういったことをサポートする組織です。静岡県や富山県南砺市など１

６０の自治体と具体的な事例を現在つくっているところです。 

 今、全タク連田中委員長からもありましたが、地域のタクシー、バス、鉄道等々、交通事

業者の皆様との共存共栄というのは欠かせませんので、その中でどういったことをするか。

まさに今日、松井市長をはじめ首長の皆様からのデータの活用という観点、これが今自治体

の中に大変広がってきていると感じています。 

 池光交政審にお越しいただいた大分県別府市の公共ライドシェア「インバウンドライド

シェア」の事例でも、３週間で１,０００件の公共ライドシェアの実車があったんですね。

タクシーの皆様も精いっぱい動いていただいている中で、それでもなお１,０００件の需要

があったということです。さらに６００件、実車にたどり着かない、リクエストしたけれど

も誰も来てくれないという方たちが６００件いたと。 

 この数字による可視化に、非常に衝撃が走っております。何となくこれまで交通空白とか、

困っている人が歩いているというような体感で終わっていたものが、数値化されてデータ

としても見えるようになったのが、別府の事例であります。 

 配車アプリは、ＧＯとＵｂｅｒが別府の公共ライドシェアに導入されましたが、その配車

アプリとの連携で出てくるデータが非常に重要であるということが、今、別府市をはじめ、

自治体の中に走っているもう一つの衝撃であります。 

 これ、非常にメリットがありまして、日別、時間別、イベント別と、もうありとあらゆる

観点で切取りができるんですね。日々このデータを基に施策のアジャイルな修正を行って
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おりまして、自治体が交通政策を考えるときにデータを活用するという一つの事例が、今生

まれつつあります。 

 もう一つは、公共ライドシェアの効果として、単なる移動のツールではなく、データが取

れるツールなんだとだということです。この取ったデータをどうするのか、自治体が我が事

として考えるきっかけになったというのが、今回、池光交政審、国交省の皆様のお力のたま

ものだなというふうに感じているところです。 

 私が最後に感じていることを申し上げますと、やはり公共ライドシェア、自治体が取れる

データというのは限りがあります。やはり地域の交通事業者の皆様、タクシー、バス、鉄道

等々、皆様との連携が必要です。ただ、これは言うことは簡単なんですが、現場はやはり人

と人の関係で動いていますので、システム等技術が進むということに加え、誰にどういう権

限を持たせるか、そのデータを分析した結果どういうメリットがそれぞれの皆様にあるの

かということを明確にしていかないといけないと思っております。ですので、皆様方には、

ぜひそういったところを後押しするような御議論をしていただければと思っております。 

 最後に、実は、大分県別府市は私の故郷でありまして、大臣認定講習を取りまして、公共

ライドシェアドライバーもまず自分がやってみようということで、どういう困り事がある

のか、まさに交通事業者の皆様がどういう思いで日々働いておられるか、乗せておられるか

ということを体感しているところであります。 

 そういった自治体、今増えておりますので、ぜひ皆様、どうぞお越しいただければと思い

ます。 

 以上です。 

【山内部会長】  どうもありがとうございました。 

 そろそろ時間ですけれども、どうぞ。 

【田端オブザーバー】  日本バス協会で地方交通委員長を仰せつかっております、三重交

通の田端と申します。 

 私どもバス事業者は、今までのお話の中にありましたように、通勤通学とか通院を含めた

公共交通の最後のとりでとして、今現在、踏ん張ってやっておるところであります。しかし

ながら、なかなかその需要は戻ってきておりません。とりわけ地方におきましては、非常に

その戻り幅が厳しいというのが現状であります。 

 私ども三重県を例に取りますと、非常に縦に長い県でありまして、各地域によって全く需

要が違いますので、回復度合いもばらけておりまして、平均８５％程度が精いっぱいである
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というのが現状であると考えております。 

 そのような中で、この交通空白の解消に向けた取組は、事業者や自治体の壁を越えた形で

検討することが重要であると考えておりますが、その前に、まずは交通空白を生み出さない

取組も、しっかり取り組まなければいけないと考えております。 

 三重県内ですと、今、国と県から地域間幹線でいただいている補助が今現在４２系統ござ

いますけれども、そのうちの１２系統につきましては、コロナ禍の要件緩和措置をいただい

た上で、路線が何とか継続できているということになります。 

 先ほど須田先生からも意見もありましたが、その地域にある交通資源、これを地域地域で

しっかりどんなものがあるのかというのをしっかり取りまとめて、それをやはり有効に使

っていくことがこれから必要だと思いますし、我々地方のバス会社は正直必死になって今

現在地域の交通を守ろうと取り組んでおりますので、ぜひとも丁寧な制度設計や御支援を

お願いできればと思います。 

 以上でございます。 

【山内部会長】  ありがとうございます。 

 では、どうぞ、浅沼さん。 

【浅沼オブザーバー代理】  日本旅客船協会でございます。発言の機会をいただきまして、

誠にありがとうございます。 

 旅客船でございますが、離島航路をはじめとした地域住民の日常生活に欠かせない地域

の足であるとともに、訪日外国人旅行者をはじめとした来訪者の移動に必要な観光の足で

もあります。我が国の国民生活と経済成長を支える必要不可欠なライフラインでございま

す。 

 他方で、本日御説明がありましたように、人口減少や少子高齢化、とりわけ離島における

過疎化により、旅客船の利用者数は減少傾向にあり、さらに旅客船事業を支える船員などの

担い手不足もございます。また、旅客船事業を取り巻く経営環境は非常に厳しい状況でござ

います。依然として燃料価格の高騰が続いており、さらに船価、建造費でございますが、高

騰をはじめとした物価高騰も旅客船事業者に打撃を与えており、特に離島航路などにおい

ては、代替建造が進まない状況にございます。 

 このような事業環境を踏まえて、地域の足、観光の足である旅客船による持続的かつ安定

的な旅客輸送サービスの提供は、船員の確保はもとより、省力化等の経営改善につながる取

組や、インバウンドをはじめとする観光旅客需要の喚起に資する取組を一層推進するとと
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もに、本日御説明のあった事業者間の連携・協働を進めることも重要であると考えられます。 

 旅客船の観点から、交通空白を生じないよう旅客船事業者として必要な取組を進めてま

いりますので、国土交通省におかれましても、これらの取組を進める上で必要となる支援等

を講じていただきますようお願い申し上げます。 

 以上でございます。 

【山内部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、皆さん御発言いただいてあれですけれども、質問も幾つかありましたよね。そ

れで、質問について事務局からお答えいただくのと、あるいは全体の皆さんの御意見を伺っ

たことに対する御回答を事務局からお願いしたいと思います。 

【廣田参事官】  大変多岐にわたるいろいろな御指摘をいただきまして、ありがとうござ

いました。 

 御指摘いただいた事項につきましては、よく整理をして、また、今後の我々、制度的枠組

みの構築という課題を持っているわけでございますけれども、対応していきたいと思って

おります。 

 幾つかございまして、共同化・協業化については、方向性について、その方向は必要では

ないかという御意見が多かったように思っているところでございます。 

 データの話につきましては、特に、どういうデータを使うかというところに関して言いま

すと、交通事業者のデータだけではなくて、ほかの業種ですとか、あるいはほかのデータも

有効活用すべきだという御意見が複数ありましたので、そこにつきましては、我々も全く同

じ問題意識を持っているところでございます。 

 それから、そのためにデータの利用のルールをちゃんとつくれなければいけないのでは

ないかという問題意識につきましても、これは我々も同じような問題意識を持っていると

ころでございます。制度としてどれだけ強い形で仕組みをつくっていかなければいけない

のか、どういうレベルでこの仕組みづくりしていかなければいけないのかということは、

我々も今後検討を深めていきたいと思いますけれども、今日出た意見も参考にしてまいり

たいと思っているところでございます。 

 あとは、幾つかいただいておりますけれども、制度面のほかにも、やっぱりもっとできる

ことがいろいろあるのではないかという御指摘も頂戴いたしました。その事例としてあっ

たのが、人材の育成とか、体制の中で担当される職員の方が少ないという問題もありますけ

れども、もう少しそのノウハウですとか、実行力、プロデュース力を高めていかなければい
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けないのではないかという問題意識だったと思います。我々の施策の中では、計画のアップ

デートガイダンスだとか、政策の立案のための支援ツールというところが今まで取り組ん

できたところでございますけれども、今日も引き続きそういう意見が出ましたので、そうい

ったところの対応も考えていかなければいけないかなと思ったところでございます。 

 あとは、こういうローカルマネジメント法人ですか、ＲＭＯという言葉も出ましたけれど

も、やはり外部組織を活用するに当たっても、どういった組織を活用するかというところが

ポイントなのかなと思いました。やはり地域のことをよく分かっている人でないといけな

いのではないかという御意見もございました。私は、聞いていて、本当にそうだなと思いま

したので、いろんな知見も活用するけど、やっぱり地域のことを分かっている人にやっても

らったほうがいいよねというお話だったと思いますので、そういったところはどういうふ

うに反映できるか検討していきたいと思っております。 

 すみません。全部のお答えはできませんけれども、今、私が感じたところは以上でござい

ます。 

【山内部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、池光さんからお言葉いただければと思います。 

【池光審議官】  本日は、もうすぐ７時になろうとしておりますけれども、遅い時間まで

こういった形で議論を賜りまして、本当にありがとうございます。 

 私が、昔は運輸省、今は国土交通省ですけれども、役所に入ってもう３４年ぐらいはたつ

わけですけれども、若い頃から山内先生には御指導いただいておりますが、入った頃は、や

っぱり地域で足がないとか困っているというのが、自治体から一番の課題で聞こえるとい

うことではなかったんですね。まだあの時代は、バス事業者さん、タクシー事業者さん、鉄

道事業者さんというのは、まだまだ元気があって、十分に地域の足を担える。担い手不足と

いう言葉もなかったです。それが徐々に徐々に厳しくなっていて、コロナも経て、それがも

の凄く顕在化をして、もう今や地方を回ると、一番の課題は移動手段がない、足りないとい

うところを言われる時代になりました。 

 それをまさに、じゃ、今、求められているんだから、交通の産業の皆さんで、それをもう

一回俺たちがやるんだというふうになればいいんですけれども、私たちもそれをしっかり

応援をしていきたいんですが、やっぱり昔に比べて、そこの体力もすごく厳しい状態になっ

ている。担い手不足も厳しいと。こういう中においては、あらゆる地域の移動を支える人た

ちと一緒になってやらないといけないということで、近年、連携・協働というキーワードが
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飛び交っておりますけれども、それを進めてきたわけであります。 

 それをさらに今回もう一歩進める必要があるのではないかと。共創モデルということで、

地域のいろんな足の再構築を進めています。これが今、二、三年進んできているところなん

ですが、私、地元は徳島なんですけれども、徳島のある町では公共ライドシェアをやってい

ます。この間、そこの町長から相談を受けたのは、そこはすごく安い運賃で住民の方に喜ば

れて大変利用があるものの、大いなる悩みがありますと。年間８,０００万円、町が負担を

しないといけない。これは絶対に持続可能じゃない。こういうお話なんですね。 

 だから、これから再構築をいろいろなところでするに当たっても、持続可能にしていかな

いと、これは移動手段を立ち上げただけでは全く意味がありません。だから、それをどうい

う形だったら一番皆さんが負担が少なくて、いわゆる続けられる形になるのかというのは

やっぱり模索する必要がありますし、そのときに、単独でやるのではなくて、それは事業者

もそうですし、交通産業だけでは駄目だし、さらに、自治体もすごく今弱ってきていて、交

通を専従でやっている組織も人もいないというところも多いです。 

 そういうところを助ける組織、協力する組織というのはやっぱり必要だろうし、こんな問

題意識で、やはり必要な制度改正があるのであれば、そこはひるまずやっていきたいという

ことで考えておる次第でありますし、また、今日いただいた意見も大変参考になる意見をい

ただいておりますので、できる限り反映をさせていただいて、いい形をつくってまいりたい

と思いますので、また次回以降もぜひよろしくお願いしたいと思います。 

 ありがとうございます。 

【山内部会長】  どうもありがとうございました。 

 今お二方がおっしゃったように、今日、皆さんの意見、もの凄く出たんだけれども、かな

りの程度、同じ方向を向いているということなんですね。なので、そういうことを御参考に

いただいて、また、具体的な論点を深掘りしていただいて、今度はやっぱりそれを中間的な

ものをまとめるということですね。こういった骨子をお願いしたいと思っております。よろ

しくお願いいたします。 

 それでは、皆さん、ありがとうございました。本日の議事はこれで終了ということになり

ますので、この先の進行は事務局でお願いしたいと思います。 

【善福補佐】  山口部会長、委員及び御出席の皆様方は、長時間にわたりまして、ありが

とうございました。 

 本日の資料につきましては、会議終了後、速やかに国土交通省のホームページに掲載をい



 -43-

たします。また、本日の議事録につきましても、委員の皆様に御確認いただいた後に、国土

交通省のホームページに掲載いたします。 

 以上をもちまして第１回交通政策審議会交通体系分科会地域公共交通部会を閉会いたし

ます。本日は誠にありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 


